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　From the results of the sur veys, there is a 

possibility that producers are not satisfied with 

the initiatives and intentions of associations about 

"government support", "coordination of local 

associations", "cooperation with other localities and 

other products", "market research", etc. Associations 

are required to have the ability to listen to the 

needs of local producers.

　Besides, the author conducted chi-square tests 

and residual analysis based on the cross-tabulation 

results for surveys of local producers. As a result, 

it was found that producers with a strong interest 

in developing new technologies and products, 

and responding to inbound demand are also more 

interested in cashless payments, and producers 

with a strong awareness of the weakening of 

wholesale and distribution are highly interested 

in hometown tax. And it turned out that the 

employment of female employees is the important 

factor affecting other categories of employments 

and working conditions.

１.　はじめに 1)

　九州産業大学伝統みらい研究センター（以下、

MRTC）では、九州の各産地が抱える問題点を抽出

し、マーケティング、ブランディングおよび販売促

進等の観点から検討を行う方針の下で、実態を尋ね

要旨

　本研究では、九州 7 県の産地組合と、福岡・佐賀

の産地事業者を対象に質問紙調査を実施し、産地支

援・振興に関する問題意識等について検討を行った。

　調査結果から、「国の支援」、「産地組合の団結力」、

「他産地他品目との連携」および「市場調査実施」等

の点で、産地事業者は産地組合の取組・意向に満足し

ていない可能性があることがわかった。産地組合が、

産地事業者のニーズに耳を傾けることができる機能を

有することが求められている。

　また、産地事業者を対象とした調査について、クロ

ス集計結果に基づくカイ二乗検定と残差分析を行っ

た。その結果、新技術・製品開発やインバウンド需要

対応への関心が高い産地事業者は、キャッシュレス決

済への関心も高く、卸・流通の弱体化を強く意識して

いる産地事業者は、ふるさと納税に対する関心も高い

傾向にあることがわかった。また女性従業員の雇用は、

他カテゴリーの従業員雇用や労働条件等に対しても

影響を与える重要なファクターであることが判明した。

Summary

　In this study, the author conducted questionnaire 

surveys for traditional craft production associations 

in 7 prefectures in Kyushu and producers in 

Fukuoka and Saga and examined the awareness 

of issues related to local production support and 

promotion.
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る質問紙調査を実施している 2)。

　調査対象として、伝統工芸産地に所在する産地組

合や産地事業者がある。経済産業大臣指定伝統的工

芸品の製造事業者は産地組合や任意団体等に所属し

ており、「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以

下、伝産法）」に則った公的補助金はこの産地組合

等を通じて産地事業者に交付される流れとなってい

る 3)。よって、産地組合の果たす役割は重要である。

　ところが、MRTC で 2018 年に九州地区の伝統工

芸事業者を対象に実施した質問紙調査では、事業者

は産地組合の活動への参加や技術交流の取組に対し

て、必ずしも積極的・肯定的に受け止めていない状

況が判明した。また、この調査データを用いた重回

帰分析の結果、産地事業者の利益拡大に向けては「労

働力の確保」という問題意識を強く持つことが重要

であると指摘した 4)。

　以上の研究経緯を経て、九州 7 県の産地組合や

産地事業者に対して、現状の伝統工芸産業支援策に

対する受け止めや、後継者育成に向けた雇用就業環

境の在り方などについて、さらに詳しく尋ねること

により、実効的な伝統工芸産地支援の方向性を検討

することが必要であると考えた。

　また、伝統工芸産業を取り巻く外部環境が急速

に変化している。例えばキャッシュレス決済は、

2019 年 10 月の消費税 10% への引き上げと同時に、

政府のキャッシュレス・消費者還元事業が実施され

るなど、各事業者において対応が急がれている事柄

である。このキャッシュレス決済の対応に注力する

スタンスを示している有田焼産地の例もあることか

ら 5)、伝統工芸産地における対応状況を把握する必

要があろう。

　また、2008 年にわが国で始まったふるさと納税

制度は、一般消費者自らが希望する全国の自治体に

寄付することができる制度であるが、多くの自治体

が寄付者に対して返礼品を提供している 6)。その返

礼品向けに伝統工芸品を製造している伝統工芸産地

事業者が多く存在するほか、ふるさと納税制度を活

用した産地支援に携わる NPO 団体も出現している
7)。このふるさと納税制度に対する伝統工芸産地の

意識について把握することも重要であると考えた。

２．本調査の概要

２．１．本調査の目的

　本調査では、九州 7 県の産地組合と、福岡・佐

賀の産地事業者を対象に、それぞれ産地支援・振興

に関する受け止めや問題意識等について回答を求め

た。この調査を通じて、伝統工芸産地支援の現状に

対する各当事者の意識・受け止めの程度の把握測定

を目的とした。

　また、労働力の確保は後継者育成の源泉であり、

技術継承の場では若年者も高齢者も重要な雇用対象

である。そこで、産地事業者における従業員雇用の

現状や問題意識を併せて尋ねた。また、時事的事象

としてキャッシュレス決済やふるさと納税制度につ

いての取組状況・意向についても尋ね、その関連を

探ることで十分な情報を得ることができるものと考

えた。

２．２．関連する調査の整理

　質問項目の設定等の参考とするため、これまで行

われた伝統的工芸品の産地組合や産地事業者を対象

とした調査を 2 つの視点から整理する。

　まず１つ目の視点は、全国各地の伝統工芸産地組
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合のマネジメントの実態把握や、今後事業展開を図

る上での課題の明確化を目的とした調査である。近

年行われたものとして、経済産業省・三菱 UFJ リサー

チ & コンサルティングが 2016 年に実施した「伝

統的工芸品関連事業者の自立化に向けた調査」が挙

げられる 8)。この調査では「伝統的工芸品産業の成

長支援に関するアンケート調査－伝統的工芸品産業

の自立化支援－」と題した質問紙が作成され、伝統

的工芸品の産地組合・組合員の実態を把握すること

を主眼に、統計的な課題の抽出を目的とした調査を

経て、単純集計やクロス集計を用いた分析が実施さ

れている。また、釜堀（2006）は、全国の陶磁器

製造業 115 社を対象に、アンケート調査結果から

単純集計や単相関を用いた分析を通して、企業が抱

えている問題の構造を明らかにし、支援の方向性に

ついて検証している 9)。しかし、いずれも全国規模

の調査であり、九州 7 県の各産地組合や生産事業

者の現状を把握するには限定的な把握に留まらざる

を得ない。

　2 つ目の視点は、産地組合単体を調査範囲として、

産地事業者の集積による発展の方向性を探索するこ

とを目的とした調査である。このうち、伝統的工芸

品産業振興協会が 2005 年に実施した「伝統的工芸

品織物・染色品関連調査」では、久留米絣協同組合

の加盟企業や分業事業者、卸商協同組合を対象に、

和装品の生産・流通・消費の実態や今後の課題意識

について調査分析している 10)。また、内山（2014）

は佐賀県指定の伝統的地場産品である諸富家具の産

地組合に属する 31 企業を対象に、「企業戦略に関

するアンケート調査」を実施し、単純集計やクロス

集計（カイ二乗検定）の分析等を通して、早急なブ

ランドイメージ戦略確立の必要性といった発展の方

向性を提示している 11)。いずれの調査においても

産地における現状の問題点や将来の課題についての

意識を問う質問項目が見られるが、調査対象が単一

の産地組合に属する産地事業者に限られている。

　なお、キャッシュレス決済およびふるさと納税制

度といった時事的事象に関する意識を問うものは先

行調査には見受けられず、本調査において初めて実

施するものである。

２．３．本調査の構成

　これまでの先行調査事例を踏まえて、本調査にお

ける質問紙の作成と調査方法の設計を行った。産地

組合と産地事業者とを対象に、以下の要領で質問紙

調査（以下それぞれ調査 1、調査 2 とする）を実施

した。

２．３．１．産地組合を対象とした調査 1 の構成

　調査対象は、九州 7 県における経済産業大臣指

定伝統的工芸品の生産に関係する 35 産地組合・団

体（福岡県 8、佐賀県 10、長崎県 4、熊本県 4、

大分県 1、宮崎県 2、鹿児島県 6）であった。

　調査は質問紙への直接記入方式で、2019 年 6 月

6 日から 7 月 17 日にかけて、郵送により配布・回

収する方法で実施した。

　回収された質問紙は 18 通（回収率 51.43％）、有効

回答は 18 件（有効回答回収率 51.43%）であった。

　質問紙の各質問項目や回答の度数、平均値は付属

資料 1 の通りである。主な質問項目としては、組合・

団体事業活動の取組状況について（問 7）を 13 項目、

組合・団体事業活動の今後の取組方針について（問

8）を 15 項目、伝統的工芸品への支援策について（問

9）を 16 項目、組合・団体の運営方針や体制の現
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況について（問 10）を 12 項目、キャッシュレス

決済について（問 11）を 10 項目、ふるさと納税

制度について（問 12）を 5 項目設定した。これら

の質問項目に対してどのように感じるか（あるい

は、あてはまるか）について、「全くそう思わな

い（全くあてはまらない）」を 1、「とてもそう思

う（とてもあてはまる）」を 5 とする 5 点リッカー

ト尺度で回答を求めた。

２．３．２．産地事業者を対象とした調査 2 の構成

　調査対象は福岡県と佐賀県における経済産業大

臣指定伝統的工芸品の生産に関係する 370 事業

者であった。この内訳は福岡県 198 事業者（博

多織 30、久留米絣 24、小石原焼 44、上野焼

13、八女福島仏壇 26、博多人形 52、八女提灯 9）、

佐賀県 172 事業者（伊万里・有田焼 109、唐津

焼 63）であった。

　調査は質問紙への直接記入方式で、2019 年 8

月 8 日から 9 月 19 日にかけて、クロネコ DM 便

により配布し、郵送により回収した。回収された

質問紙は 57 通（回収率 15.41％）、有効回答は

57 件（有効回答回収率 15.41%）であった。

　質問紙の各質問項目や回答の度数、平均値は付

属資料 2 の通りである。主な質問項目としては、

最近の経営状況（生産量・総売上・経常利益）の

表１．回答者属性一覧（調査 1） 表 2．回答者属性一覧（調査 2）

ほか、現在の経営上の問題点について（問 9）を

4 項目、産地全体の売上減少の原因について（問

10）を 5 項目、伝統的工芸品への支援策につい

て（問 11）を 14 項目、産地全体で今後注力す

べき取組について（問 12）を 7 項目、雇用就業

環境に関する課題について（問 13）を 7 項目、

高齢従業員の雇用について（問 14-1）を 7 項目、

若年者採用の際の課題について（問 15-1）を 10

項目、産地組合・団体の運営について（問 16）

を 10 項目、キャッシュレス決済について（問

17-1）を 12 項目、ふるさと納税制度について（問

18-1）を 9 項目設定した。これらの質問項目に

対してどのように感じるか（あるいは、あてはま

るか）について、「全くそう思わない（全くあて

はまらない）」を 1、「とてもそう思う（とてもあ

てはまる）」を 5 とする 5 点リッカート尺度で回

答を求めた。

３．本調査の結果と考察

３．１．回答者の属性

　調査 1 の回答組合・団体の製造分野や所在県、

利益状況の内訳を表 1 に、そして調査 2 の回答

事業者の製造品目、所在県、最近 3 年間の売上傾

向の内訳を表 2 にそれぞれ示した。なお、割合の
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百分率は小数第二位を四捨五入している。

　調査 1 における製造分野を見ると、陶磁器が 4

割余りを占めた。所在県は、鹿児島県が 5 組合、

続いて佐賀県が 4 組合と続いていた。利益状況は、

黒字が 9 組合であるのに対し、赤字が 7 組合で

あった。

　調査 2 における製造品目を見ると、伊万里・有

田焼が 26.3%、博多織が 15.8%、唐津焼が 14.0%

と続いた。所在県は事業所所在地による区分と伝

統的工芸品指定品目による区分とがあるが、本調

査では前者の区分で算出した。例えば、佐賀県内

に事業所を構える博多織の事業者を佐賀県所在と

数えた。最近 3 年間の売上傾向については、減少

傾向が 22 事業者と最も多く、有効回答における

割合は 43.1% に上った。

３．２．質問紙調査結果の比較と考察

　まず、産地組合と産地事業者との間で回答の傾

向が異なる質問項目に着目する。

　なお、2 調査の結果について、回答比率の比較

や統計的分析を実施するにあたっては、当初設け

た 5 分法の選択肢が細分化されすぎており、分析

上支障が生じた。このため、以下の要領で選択肢

を 3 分法に統合したデータを使用した箇所があ

る。具体的には、「全くあてはまらない（全くそ

図 1．「国の支援に関する 2 質問」回答内訳（調査 1） 図 2．「国の支援に関する 2 質問」回答内訳（調査 2）

う思わない）」と「余りあてはまらない（余りそ

う思わない）」とを再集計し「あてはまらない（そ

う思わない）」とした。また同様に、「ややあては

まる（ややそう思う）」と「とてもあてはまる（と

てもそう思う）」とを再集計し「あてはまる（そ

う思う）」とした。また、帯グラフの百分率は小

数第二位を四捨五入している。

３．２．１．「国の支援」に対する意識差

　2 調査ともに「国の支援に対する意識」を尋ね

ている質問項目が 2 つあった。これらについて比

較を試みた（図 1、図 2）。

　特に「国指定の伝統的工芸品に指定されてか

ら産地の状況は総合的に見て良くなったと感じ

る（調査 1 の問 9 ①、調査 2 の問 11 ①）」とい

う質問では、産地組合では「そう思う」が 38.9%

を占めたのに対し、産地事業者の「そう思う」は

17.5% に留まった。また、「国の支援姿勢は積極

的であると感じる（調査 1 の問 9 ③、調査 2 の

問 11 ③）」という質問では、産地組合の「そう思う」

は 55.6% に上ったが、産地事業者は 35.1% に留

まった。

　いずれの項目においても、国による支援を肯定

的に受け止めている産地組合の割合が高いのに対

し、産地事業者側は「そう思わない」と感じてい
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図 3．「産地組合の団結力やキャッシュレス決済に関する 4 質問」

回答内訳（調査 1）

図 4．「産地組合の団結力やキャッシュレス決済に関する 4 質問」

回答内訳（調査 2）

38.9% だったのに対し、調査 2 の「事業者各々

が利益を出せるように仕事の融通を図る等の仕組

みが整っていると感じる（問 16 ③）」という問

いに「そう思う」と回答した産地事業者は 10.5%

（有効回答割合で 11.3%）と割合が低い。

　以上から、「産地組合の団結力」に関する質問

において、産地組合による肯定的な受け止めの割

合よりも、産地事業者による肯定的な受け止めの

割合が低い可能性がある。

３．２．３．「キャッシュレス決済対応」に対する意識

差

　続いて、「キャッシュレス決済への対応姿勢」

に関する質問に着目した（図 3、図 4）。

　調査 1 の質問「組合・団体にとってキャッシュ

レス決済の対応はインバウンド需要の取込みに不

可欠であると感じる（問 11 ⑩）」に対して「あ

てはまる」という産地組合の回答は 44.5% に上っ

た。一方で、調査 2 の質問「キャッシュレス決済

の対応はインバウンド需要の取り込みに不可欠で

る割合の方が高い。国からの支援の受け止めに差

が生じている可能性があることがわかる。

３．２．２．「産地組合の団結力」に対する意識差

　次に、2 調査間で質問の文言に若干の差異があ

るが、ほぼ同趣旨である質問項目に着目した。最

初に、「産地組合の団結力」に関する質問を比較

した（図 3、図 4）。

　調査 1 の「共通理解のもと組合・団体主催で

イベントを開催したりするなど団結は強い（問

10 ①）」という質問に対して「あてはまる」と回

答した産地組合は 55.6% に上っているのに対し、

調査 2 の「組合員・団体メンバー間の団結は強い

と感じる（問 16 ①）」という質問に「そう思う」

と回答した産地事業者は 31.6%（有効回答割合で

33.3%）に留まった。

　また、調査 1 の「組合員・団体メンバー各々が

利益を出せるように組合・団体内での仕事の融通

を図るなど仕組みを作っている（問 10 ④）」と

いう問いに「あてはまる」と回答した産地組合が
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あると感じる（問 17-1 ⑩）」に対する「そう思う」

という産地事業者の回答は 45.6%（有効回答割合

で 53.1%）であり、調査 1 の「あてはまる」の割

合数値を上回っていた。

　また、調査 1の「組合・団体として、キャッシュレ

ス決済への対応は、新たな購買層獲得の機会と捉

えている（問 11 ⑦）」という質問に対する「あては

まる」という産地組合の回答が 22.3% に留まったの

に対し、調査 2 の「キャッシュレス決済への対応は、

新たな購買層獲得の機会と捉えている（問 17-1 ⑦）」

という質問に「そう思う」と回答した産地事業者は

43.8%（有効回答割合で 51.0%）と産地組合の割

合数値を大きく上回っていた。

　以上から、産地事業者のキャッシュレス決済対

応への関心度が、産地組合の関心度より高かった

可能性がある。

３．２．４．「インバウンド需要」、「他産地他品目連携」

および「市場調査実施」に対する意識差

　さらに、「インバウンド需要の高まり」、「他産

地他品目との連携」および「市場調査実施」に関

する質問項目に着目した。

　調査 1 では、各項目に対する産地組合の取り組

み推進意向について尋ねたのに対し、調査 2 では、

図 5．「インバウンド・他産地他品目連携・市場調査に関する 3 質問」

回答内訳（調査 1）

図 6．「インバウンド・他産地他品目連携・市場調査に関する 3 質問」

回答内訳（調査 2）

各項目に取り組む産地組合への事業者側の期待度

について尋ねている（図 5、図 6）。

　このうち、インバウンド需要に関して、調査 1

の「組合員に対して、インバウンド需要に対応で

きるようなアドバイス・バックアップに力を入れ

ている（問 10 ⑩）」という質問に「あてはまる」

と回答した産地組合が 5.6% に留まっているのに

対し、調査 2 の「事業者各々がインバウンド需要

に対応できるようなアドバイス・バックアップに

力を入れてほしい（問 16 ⑧）」という質問に「そ

う思う」と答えた産地事業者は 38.6%（有効回答

割合で 41.5%）に上っていた。

　また、他産地他品目との連携について、調査 1の

「他組合・団体（他産地・他品目含む）と連携して

情報共有を行うことに力を入れている（問 10 ⑪）」

という質問に「あてはまる」と回答した産地組合が

27.8% に留まっている一方で、調査 2 の「他産地・

他品目と連携して産地全体で情報共有を行うこと

に力を入れてほしい（問 16 ⑨）」という質問に「そ

う思う」と回答した産地事業者が 35.1%（有効回答

割合で 37.0%）に上った。

　そして、市場調査の実施という項目では、調

査 1 の「市場調査に関して、大学や研究機関等と
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共同で消費者意識に関する調査を実施してみたい

（問 10 ⑫）」という質問に「あてはまる」と回答

した産地組合が 33.3% であったのに対し、調査 2

の「大学等と共同で市場調査を実施してほしい（問

16 ⑩）」という質問に「そう思う」と回答した産

地事業者が 36.8%（有効回答割合で 38.9%）となっ

ていた。

　以上から、産地組合によるインバウンド需要に

対する援助への注力度や、他産地他品目との情報

共有への注力度、さらに市場調査実施の意向度に

比べて、各々の取組に対して産地事業者側が抱く

期待度の方が高くなっていることがわかる。つま

り、これら 3 つの事柄において、産地事業者側の

ニーズがより高い可能性がある。

３．３．クロス集計結果の分析（カイ二乗検定と残差

分析）の結果と考察

３．３．１．統計的検定手法の確認

　調査 2 において、産地事業者の意識に関する

クロス集計表から、設問同士の関係が統計的に有

意であるかどうかを分析するため、カイ二乗検定

（L × M 分割表の検定）を用いた。クロス集計で

は、全体としての関連性（独立性）が評価できる。

さらに、残差分析を用いるとクロス集計の個々の

欄ごとに、統計的に独立な場合の回答割合と、実

際の回答割合の差に基づいて特異性を検定するこ

とができる。調整済残差は平均 0、分散（標準偏

差）1 の正規分布に近似的に従うことが知られて

いる。一般的に絶対値が 2 以上のものは、特徴的

な箇所であるとされている 12)。

　クロス集計の結果と、その結果に基づくカイ二

乗検定および残差分析については、有意と認めら

れたものについて計測結果を提示し考察した。有

意と認められたものは、「新技術・製品開発」、「イ

ンバウンド需要対応」、「キャッシュレス決済」、「ふ

るさと納税制度」および「従業員雇用」に関する

項目のクロス集計であった。いずれもクロス集計

表の自由度が 4 となり、カイ二乗値が 5% 水準の

基準値 9.48773 よりも大きい値を示した。

 クロス集計時には選択肢の統合を実施したが、

各セルの内、期待度数が 5 未満のものや、最小

期待度数が 1 未満のセルが存在した。このため、

Fisher の正確確率検定を実施して、正確な p 値を

求めた 13) 14)。

　また、L × M 分割表における２変数の相関の

強さを表すクラメールの連関係数（Cramer’s V）

も参照した。この係数は 0 から 1 までの値をとり、

1 に近いほど 2 つの質的変数間の連関が強いと判

断される。サンプルサイズに左右されない、標準

化された効果の大きさを示す指標で、効果の大き

さは、小が 0.1、中が 0.3、大が 0.5 という水準

が目安とされている 15) 16)。

　なお、統計解析に用いたソフトウェアは IBM 

SPSS Version24（IBM Corp., Armonk, NY, USA）

で、Fisher の正確確率検定は R Version 3.6.0 を

用いた（実行コマンドと出力については付録 1 を

参照）。

３．３．２．「新技術・製品開発」と「キャッシュレス決

済」に関するクロス集計結果の分析（分析 1、2）

　表 3 は「産地全体は今後新技術・製品開発に力

を入れるべきである（問 12 ④）」と「顧客はキャッ

シュレス決済を望んでいると感じる（問 17-1 ⑪）」

の回答人数を集計したものである。「新技術・製
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品開発に力を入れるべきであると感じている回答

者とそうでない回答者とで、顧客がキャッシュレ

ス決済を望んでいると感じている度合いが異な

る」という仮説の検証を目的にカイ二乗検定を

行ったところ、回答人数の偏りは 1% 水準で有意

となった（χ 2(4) ＝ 29.351, p ＜ .01）。フィッ

シャーの正確確率検定も 1% 水準で有意となり（p

＜ .01）、クラメールの連関係数は 0.553 であった。

　調整済残差に着目すると、問 12 ④と問 17-1

⑪のいずれも「あてはまらない」の調整済残差

は 4.3485、いずれも「どちらともいえない」は

3.1157、いずれも「あてはまる」は 3.5309 で

あった。一方で、問 12 ④が「あてはまる」とし

た上で問 17-1 ⑪「あてはまらない」の調整済残

差は－ 2.0051、問 17-1 ⑪「どちらともいえない」

は－ 2.0015 となり、問 12 ④が「どちらともい

えない」で問 17-1 ⑪が「あてはまる」の調整済

残差は－ 2.6405 であった。

　分析結果から、新技術・製品開発に力を入れる

べきであると考える産地事業者は、顧客がキャッ

シュレス決済を望んでいると感じている傾向にあ

ることがわかった。

　表 4 は「産地全体は今後新技術・製品開発に

力を入れるべきである（問 12 ④）」と「キャッ

シュレス導入によるメリットを感じられない（問

17-1 ⑫）」の回答人数を集計したものである。「新

技術・製品開発に力を入れるべきであると感じて

いる回答者とそうでない回答者とで、キャッシュ

レス導入によるメリットを感じている度合いが異

なる」という仮説の検証を目的にカイ二乗検定を

行ったところ、回答人数の偏りは 1% 水準で有意

となった（χ 2(4) ＝ 17.714, p ＜ .01）。フィッ

シャーの正確確率検定も 1% 水準で有意となり（p

＜ .01）、クラメールの連関係数は 0.430 であった。

　調整済残差に着目すると、問 12 ④が「あては

まる」で問 17-1 ⑫が「あてはまらない」の調整

済残差は 2.3094、「あてはまる」は－ 3.0984 で

あった。一方で、問 12 ④が「あてはまらない」

で問 17-1 ⑫「あてはまる」の調整済残差は 3.6181

であった。

　分析結果から、新技術・製品開発に力を入れる

べきであると考える産地事業者は、キャッシュレ

ス導入によるメリットを感じている傾向にあるこ

とがわかった。

　以上から、新技術・製品開発への意識が高い産

地事業者では、キャッシュレス決済対応への関心

が高いことがわかった。

３．３．３．「インバウンド需要対応」と「キャッシュレ

ス決済」に関するクロス集計結果の分析（分析 3、4）

　表 5 は「事業者各々がインバウンド需要に対応

できるようなアドバイス・バックアップに力を入

れてほしい（問 16 ⑧）」と「キャッシュレス決
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済の対応はインバウンド需要の取り込みに不可欠

であると感じる（問 17-1 ⑩）」の回答人数を集

計したものである。「産地組合に対してインバウ

ンド需要に対応できるようなアドバイス・バック

アップに力を入れてほしいと感じている回答者と

そうでない回答者とで、キャッシュレス決済がイ

ンバウンド需要の取り込みに不可欠であると感じ

ている度合いが異なる」という仮説の検証を目的

にカイ二乗検定を行ったところ、回答人数の偏り

は 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝ 18.877, p

＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定も 1% 水準

で有意となり（p ＜ .01）、クラメールの連関係数

は 0.443 であった。

　調整済残差に着目すると、問 16 ⑧と問 17-1 ⑩

のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

3.7642、いずれも「あてはまる」は 2.4483 であった。

一方で、問 16 ⑧が「あてはまらない」で問 17-1

⑩「あてはまる」の調整済残差は－2.7282であった。

　分析結果から、産地組合に対して事業者各々

がインバウンドに対応できるようなアドバイス・

バックアップに力を入れてほしいと考える産地事

業者は、インバウンド需要の取り込みにキャッ

シュレス決済対応が不可欠であると考えている傾

向にあることがわかった。訪日外国人が利用する

円滑な代金決済手段としてのキャッシュレス決済

を重視している意識がうかがえる。　

　表 6 は「事業者各々がインバウンド需要に対応で

きるようなアドバイス・バックアップに力を入れてほ

しい（問 16 ⑧）」と「顧客はキャッシュレス決済を

望んでいると感じる（問 17-1 ⑪）」の回答人数を集

計したものである。「産地組合に対してインバウンド

需要に対応できるようなアドバイス・バックアップに

力を入れてほしいと感じている回答者とそうでない

回答者とで、顧客がキャッシュレス決済を望んでい

ると感じている度合いが異なる」という仮説の検証

を目的にカイ二乗検定を行ったところ、回答人数の

偏りは 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝16.257, p

＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定も1% 水準で

有意となり（p ＜ .01）、クラメールの連関係数は

0.412 であった。

　調整済残差に着目すると、問 16 ⑧と問 17-1

⑪のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

3.8395、問 17-1 ⑪で「あてはまる」の調整済残

差は－ 2.6393 であった。

　分析結果から、産地組合に対して事業者各々が

インバウンドに対応できるようなアドバイス・バック

アップに力を入れてほしいと考えていない産地事業

者は、顧客がキャッシュレス決済を望んでいると感

じていない傾向にあることがわかった。

　以上から、インバウンド需要への意識が高い産

地事業者では、キャッシュレス決済対応への関心

が高いことがわかった。

表 5．問 16 ⑧と問 17-1 ⑩とのクロス集計結果＜分析 3 ＞ 表 6．問 16 ⑧と問 17-1 ⑪とのクロス集計結果＜分析 4 ＞
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３．３．４．「卸・流通の機能弱体化」と「ふるさと納

税制度」に関するクロス集計結果の分析（分析 5、6）

　表 7 は「産地全体の売上が減少しているのは、

卸・流通の機能が弱体化しているためだと考える

（問 10 ④）」と「ふるさと納税制度の返礼品提供

参加に関する情報に興味がある（問 18-1 ①）」の

回答人数を集計したものである。「売上減少の理

由を卸・流通の機能が弱体化しているためだと感

じている回答者とそうでない回答者とで、ふるさ

と納税の返礼品提供参加に関する情報に興味を感

じている度合いが異なる」という仮説の検証を目

的にカイ二乗検定を行ったところ、回答人数の偏

りは 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝ 16.184, 

p ＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定も 1% 水

準で有意となり（p ＜ .01）、クラメールの連関係

数は 0.398 であった。

　調整済残差に着目すると、問 10 ④と問 18-1

①のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

3.7188、いずれも「あてはまる」は 2.3105 であっ

た。一方で、問 10 ④が「あてはまらない」で問

18-1 ①「あてはまる」の調整済残差は－ 2.0142、

問 10 ④が「あてはまる」で問 18-1 ①「あては

まらない」は－ 2.8844 であった。

　分析結果から、産地全体の売上減少の原因は卸・

流通機能の弱体化によるものだと考えている産地

事業者は、ふるさと納税制度の返礼品提供参加に

関する情報に興味を持っている傾向があることが

わかった。

　表 8 は「産地全体の売上が減少しているのは、

卸・流通の機能が弱体化しているためだと考える

（問 10 ④）」と「ふるさと納税制度の返礼品提供

参加に関して、国や自治体のアドバイス・バック

アップに期待している（問 18-1 ③）」の回答人

数を集計したものである。「売り上げ減少の理由

を卸・流通の機能が弱体化しているためだと感じ

ている回答者とそうでない回答者とで、ふるさと

納税の返礼品提供参加に関して国や自治体のアド

バイス・バックアップに期待をしている度合いが

異なる」という仮説の検証を目的にカイ二乗検定

を行ったところ、回答人数の偏りは 1% 水準で有

意となった（χ 2(4) ＝ 17.267, p ＜ .01）。フィッ

シャーの正確確率検定も 1% 水準で有意となり（p

＜ .01）、クラメールの連関係数は 0.411 であった。

　調整済残 差に着目すると、問 10 ④と問 18-1

③のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

3.2165、いずれも「あてはまる」は 2.6421であった。

一方で、問 10 ④が「あてはまる」で問 18-1 ③「あ

てはまらない」の調整済残差は－ 3.7246 であった。

　分析結果から、産地全体の売上減少の原因は卸・

流通機能の弱体化によるものだと考えている産地

事業者は、ふるさと納税制度の返礼品提供参加に

関して国や自治体のアドバイスやバックアップに

表 7．問 10 ④と問 18-1 ①とのクロス集計結果＜分析 5 ＞ 表 8．問 10 ④と問 18-1 ③とのクロス集計結果＜分析 6 ＞
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期待をしている傾向にあることがわかった。

　以上から、卸・流通機能の弱体化に対する意識

が高い産地事業者では、ふるさと納税への関心が

高いことがわかった。既存の販売ルートとは異なる

新たな販売ルートとして、ふるさと納税返礼品にビ

ジネスチャンスを求めている姿勢がうかがえる。

３．３．５．「雇用・就業環境を巡る課題」に関するク

ロス集計結果の分析（分析 7、8、9、10 および 11）

　表 9 は「女性従業員の確保・定着は不可欠で

ある（問 13 ②）」と「非正規従業員の確保・定

着は不可欠である（問 13 ③）」の回答人数を集

計したものである。「女性従業員の確保・定着は

不可欠であると感じている回答者とそうでない回

答者とで、非正規従業員の確保・定着は不可欠で

あると感じている度合いが異なる」という仮説の

検証を目的にカイ二乗検定を行ったところ、回答

人数の偏りは 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝

24.823, p ＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定

も 1% 水準で有意となり（p ＜ .01）、クラメール

の連関係数は 0.479 であった。

　調整済残差に着目すると、問 13 ②と問 13 ③の

いずれも「あてはまらない」の調整済残差は 4.5195、

いずれも「どちらともいえない」は 2.0822、いずれ

も「あてはまる」は 2.5421 であった。一方で、問

13 ②が「あてはまる」で問 13 ③「あてはまらない」

の調整済残差は－ 2.1367 であった。

表 9．問 13 ②と問 13 ③とのクロス集計結果＜分析 7 ＞ 表 10．問 13 ②と問 13 ④とのクロス集計結果＜分析 8 ＞

　分析結果から、女性従業員の確保・定着は不可

欠であると考えている産地事業者は、非正規従業

員の確保・定着も不可欠であると考えている傾向

にあることがわかった。

　表 10 は「女性従業員の確保・定着は不可欠で

ある（問 13 ②）」と「高齢従業員の確保・定着

は不可欠である（問 13 ④）」の回答人数を集計

したものである。「女性従業員の確保・定着は不

可欠であると感じている回答者とそうでない回答

者とで、高齢従業員の確保・定着は不可欠であ

ると感じている度合いが異なる」という仮説の検

証を目的にカイ二乗検定を行ったところ、回答

人数の偏りは 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝

17.388, p ＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定

も 1% 水準で有意となり（p ＜ .01）、クラメール

の連関係数は 0.401 であった。

　調整済残差に着目すると、問 13 ②と問 13 ④の

いずれも「あてはまらない」の調整済残差は 3.8628、

いずれも「あてはまる」は 2.1695 であった。一方で、

問 13 ②が「あてはまる」で問 13 ④「あてはまらない」

の調整済残差は－ 2.0861、問 13 ②が「あてはまら

ない」で問 13 ④「あてはまる」が－ 2.0895 であった。

　分析結果から、女性従業員の確保・定着は不可

欠であると考えている産地事業者は、高齢従業員

の確保・定着も不可欠であると考えている傾向にあ

ることがわかった。
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　表 11 は「女性従業員の確保・定着は不可欠で

ある（問 13 ②）」と「労働条件（賃金、労働時間）

改善は不可欠である（問 13 ⑥）」の回答人数を

集計したものである。「女性従業員の確保・定着

は不可欠であると感じている回答者とそうでない

回答者とで、労働条件改善は不可欠であると感じ

ている度合いが異なる」という仮説の検証を目的

にカイ二乗検定を行ったところ、回答人数の偏り

は 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝ 31.108, p

＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定も 1% 水準

で有意となり（p ＜ .01）、クラメールの連関係数

は 0.537 であった。

　調整済残差に着目すると、問 13 ②と問 13 ⑥

のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

4.6848、いずれも「どちらともいえない」は

3.0230、いずれも「あてはまる」は 3.3235 であっ

た。一方で、問 13 ②が「あてはまる」で問 13 ⑥「ど

ちらともいえない」の調整済残差は－ 2.2755、

問 13 ②が「どちらともいえない」で問 13 ⑥「あ

てはまる」が－ 2.1268、問 13 ②が「あてはま

らない」で問 13 ⑥「あてはまる」が－ 2.0257

であった。

　分析結果から、女性従業員の確保・定着は不可

欠であると考えている産地事業者は、賃金や労働

時間等の労働条件の改善も不可欠であると捉えて

いる傾向にあることがわかった。

表 11．問 13 ②と問 13 ⑥とのクロス集計結果＜分析 9 ＞ 表 12．問 13 ②と問 13 ⑦とのクロス集計結果＜分析 10 ＞

　表 12 は「女性従業員の確保・定着は不可欠で

ある（問 13 ②）」と「労働環境（福利厚生）改

善は不可欠である（問 13 ⑦）」の回答人数を集

計したものである。「女性従業員の確保・定着は

不可欠であると感じている回答者とそうでない回

答者とで、労働環境の改善は不可欠であると感じ

ている度合いが異なる」という仮説の検証を目的

にカイ二乗検定を行ったところ、回答人数の偏り

は 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝ 30.118, p

＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定も 1% 水準

で有意となり（p ＜ .01）、クラメールの連関係数

は 0.528 であった。

　調整済残差に着目すると、問 13 ②と問 13 ⑦の

いずれも「あてはまらない」の調整済残差は 4.6848、

いずれも「どちらともいえない」は 2.7962、いずれ

も「あてはまる」は 3.2298 であった。一方で、問

13 ②が「あてはまる」で問 13 ⑦「どちらともいえない」

の調整済残差は－ 2.2091、問 13 ②が「あてはまら

ない」で問 13 ⑦「あてはまる」が－ 2.2419 であった。

　分析結果から、女性従業員の確保・定着は不可

欠であると考えている産地事業者は、福利厚生等

の労働環境の改善も不可欠であると捉えている傾向

にあることがわかった。

　表 13 は「非正規従業員の確保・定着は不可欠

である（問 13 ③）」と「高齢従業員の確保・定

着は不可欠である（問 13 ④）」の回答人数を集
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計したものである。「非正規従業員の確保・定着

は不可欠であると感じている回答者とそうでない

回答者とで、高齢従業員の確保・定着は不可欠で

あると感じている度合いが異なる」という仮説の

検証を目的にカイ二乗検定を行ったところ、回答

人数の偏りは 1% 水準で有意となった（χ 2(4) ＝

34.109, p ＜ .01）。フィッシャーの正確確率検定

も 1% 水準で有意となり（p ＜ .01）、クラメール

の連関係数は 0.562 であった。

　調整済残差に着目すると、問 13 ③と問 13 ④

のいずれも「あてはまらない」の調整済残差は

5.4421、いずれも「どちらともいえない」は

2.5654、いずれも「あてはまる」は 2.3681 であっ

た。一方で、問 13 ③が「あてはまる」で問 13 ④「あ

てはまらない」の調整済残差は－ 2.1726、問 13

③が「あてはまらない」で問 13 ④「どちらとも

いえない」が－ 2.8453 であった。

　分析結果から、非正規従業員の確保・定着は不

可欠であると考えている産地事業者は、高齢従業

員の確保・定着も不可欠であると捉えている傾向

にあることがわかった。

　以上から、伝統工芸産業における労働者を巡る

様々な課題がある中、女性従業員の雇用確保につ

いて意識が高い産地事業者においては、非正規雇

用や高齢従業員の雇用についても重視しているほ

か、労働条件・環境の向上についても高い意識を

もっていることがわかった。

４．まとめ

４．１．産地組合と産地事業者との間に存在する意識

差について

　まず、産地組合の現在の取組や今後の方針と、

産地事業者が期待する産地組合の取組や方針との

間には、意識的なギャップが存在する可能性があ

ることがわかった。

　特に「国の支援」に関しては、産地事業者は、

産地組合が感じているほどには有効なものと受け

止めていない可能性がある。産地事業者にとって

有効さをより実感できる支援のあり方・枠組みが

今後求められる。

　また、「産地組合の団結力」に関しては、産地

組合が思っているほどその求心力が強くない可能

性がある。産地組合が果たす役割として、最新の

時事的情勢も含めた伝統工芸品を取り巻く様々な

情報を把握するとともに、産地生産者全体に広く

情報共有を図ることが求められている。

　さらに、「キャッシュレス決済対応」や「イン

バウンド対応」、「他産地他品目との連携」および

「市場調査実施」に関しては、産地事業者は産地

組合の取組・意向の現況には満足していない可能

性がある。産地組合が、産地事業者のニーズや要

望に広く耳を傾けることができる機能を有するこ

とが求められている。

４．２．産地事業者が持つ問題意識について

　産地事業者を対象とした調査 2 について、ク

ロス集計結果に基づくカイ二乗検定と残差分析を

行った。その結果、「新技術・製品開発」、「イン

表 13．問 13 ③と問 13 ④とのクロス集計結果＜分析 11 ＞
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バウンド需要」に関するカテゴリーと「キャッシュ

レス決済」に関するカテゴリーとの間や、「産地

全体の売上減少の原因を卸・流通機能の弱体化と

考える態度」に関するカテゴリーと「ふるさと納

税制度」に関するカテゴリーとの間、さらには「女

性従業員の雇用」に関するカテゴリーと「非正規

従業員・高齢従業員の雇用」や「労働条件・労働

環境の改善」に関するカテゴリーとの間には有意

な関係が認められた。

　即ち、新技術・製品開発への関心が高い産地事

業者は、キャッシュレス決済対応への関心も高い傾

向があることがわかった。また、インバウンド需要

対応の関心が高い産地事業者も、キャッシュレス決

済対応への関心が高い傾向があることも判明した。

　さらに、卸・流通の弱体化を強く意識している

産地事業者ほど、ふるさと納税制度に対する関心

が高い傾向があることがわかった。従来の問屋卸

とは異なった、新たな販売ルートとしてふるさと

納税の可能性を見出していることが見て取れる。

　そして、女性従業員の雇用確保について関心が

高い産地事業者においては、非正規雇用・高齢従

業員の雇用についても重視しているほか、労働条

件・環境の向上についても強い関心を持っている

傾向があることがわかった。伝統工芸産地におけ

る女性従業員の雇用は、他のカテゴリーの従業員

や労働条件等に対しても影響を与える重要なファ

クターであるといえる。

４．３．本研究の限界と今後の課題

　本研究の限界としては、以下の 2 点が挙げられる。

　1 点目は、調査 1 と調査 2 とで調査範囲や質問

文、回答選択肢の文言に差があったことである。

調査範囲について調査 1 は九州 7 県に及んでい

たが、調査 2 は福岡県と佐賀県の 2 県のみであっ

た。同じ伝統工芸産業に携わる対象群ではあるが、

今後は調査範囲を同等にしたデータ比較が必要で

ある。調査を進める中で、伝統工芸産地の課題抽

出に有効な質問尺度の探索が必要である。

　2 点目は、調査サンプル数の少なさである。調査

2 の有効回答回収率は 15% 余りに留まっており、福

岡県では回答事業者がなかった品目もあった。この

ため、カイ二乗検定を用いた分析の際には、選択

肢の統合を行うなどの事後処理を必要とした。また、

企業活動を評価する上で重要な尺度である売上や

利益に関して有意な関係を見出すことができなかっ

た。今後は郵送回収ではなく、留置回収法といった

より確実な回答の回収方法も考慮すべきである。

　以上を踏まえ、伝統工芸産地へのより有効な支

援策の提示に向けて、解決すべき諸課題の絞り込

みや優先順位付けをさらに進めていく所存である。
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付録 1．Fisher の正確確率検定で入力した R の実行

コマンドと出力結果

＜分析１＞

> x <-matr ix(c(4,0,0,2,10,2,3,8,19) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 3.713e-05

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 2 ＞

> x <-matr ix(c(0,0,4,3,6,5,15,12,3) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.002708

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 3 ＞

> x < -matr ix (c (5,4,2,0,8,9,1,4,15) , nco l=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.001577

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 4 ＞

> x < -matr ix (c (6,4,1,1,7,9,1,8,11) , nco l=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.006122

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 5 ＞

> x <-matr ix(c(6,1,0,3,5,2,5,14,15) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.003942

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 6 ＞

> x <-matr ix(c(5,1,1,4,4,1,3,14,18) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.00108

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 7 ＞

> x <-matrix(c(5,2,0,1,12,2,2,17,13), ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.0005737

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 8 ＞

> x <-matr ix(c(5,2,0,2,9,4,3,14,15) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 0.005305

alternative hypothesis: two.sided
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＜分析 9 ＞

> x <-matr ix(c(4,2,1,0,11,4,1,9,22) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 5.976e-05

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 10 ＞

> x <-matr ix(c(4,2,1,0,10,5,1,8,23) , ncol=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 8.746e-05

alternative hypothesis: two.sided

＜分析 11 ＞

> x < -matr ix (c (7,0,1,3,19,9,0,6,9) , nco l=3, 

byrow=TRUE)

> fisher.test(x)

        Fisher's Exact Test for Count Data

data:  x

p-value = 7.184e-06

alternative hypothesis: two.sided
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付属資料 1．アンケート調査の質問項目と回答の記述統計量一覧（調査１）
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付属資料 2．アンケート調査の質問項目と回答の記述統計量一覧（調査 2）
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